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運輸業（特に自動車運送事業等）の現状について

1（資料出所）国土交通省「自動車運送事業等における労働力確保対策について（平成26年７月）」より

○ 女性比率が非常に低く、40歳未満の若い運転者も少ない。
○ 労働時間が全産業と比較して１～２割長い一方で、年間所得は１～４割低い。
○ 若者の新規参入が少なく、高齢化していく構造にあり、現役世代が引退した後、深刻な労働力不足に陥る
おそれがある。



年齢階級別就業者数の推移と見通し

（１）経済成長と労働参加が適切に進まないケース （２）経済成長と労働参加が適切に進むケース

（資料出所）1990年と2010年の実績値は総務省「労働力調査」(2010年は平成22年（新）基準人口による補間補正値。2010年における70歳以上の年齢階級は、総務省によるベンチマーク人口の
基準切替えに伴う補間補正の方法を参考に（独）労働政策研究・研修機構推計)、2030年は（独）労働政策研究・研修機構推計
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○ 経済成長と労働参加が適切に進むケースでは、２０３０年の６０歳以上の高年齢層の就業者数は、２０１０
年や１９９０年に比べて多くなる見込みである。（60歳以上：1990年715万人、2010年1141万人、2030年1326万人）
また、３４歳以下の若年層については、人口が減る影響で、２０３０年の就業者数は２０１０年に比べ減少

するものの、女性の減少度合いは相対的に小さい。（34歳以下：1990年1994万人、2010年1738万人、2030年1501万人）
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